
【消費者庁】「第１回若者が活用しやすい消費生活相談に関する研究会」報告事項 
 

2019年 3 月 27 日 
消費者支援機構関西 事務局 小川 

 
１．SNS 相談を始めた経緯 
(1)若年者層からの相談がほとんどなかったこと（創設以来 1780 件の相談のうち、未成年者からは 8件。25 歳 
 以下 62 件（ただし、このうち 35 件が同一事業者）。 
(2)2017 年 12 月 9 日に全国の適格消費者団体 16 団体で、「若者の消費者契約トラブル 110 番」を実施しました 
 が、若者から電話が非常に少なかった。 
(3)無料通信アプリ「ＬＩＮＥ」の運営会社と長野県は、県内の中高生を対象にＬＩＮＥ上で悩み相談を受け付け 
 たとの情報があったこと（下記）。 
(4)これらから、より幅広い世代からの「情報提供」を受け付けるために、特に、若年層に対応するため、ＳＮＳ 
 （ＬＩＮＥ）による情報受付の実験導入を行うことになった。 
(5)2018 年 3 月 26 日より実験開始。 

 
 
  



２．運営体制・システム概要 
(1)システム概要 
消費者支援機構関西（KC'ｓ）ホームページ（ポータル画面から） 

 
 
①LINE はこちら（実験中）をクリック 

 
②情報提供にご協力ください（LINE 用）の画面に
遷移し、情報の扱い方や注意事項（個別トラブルの
あっせん解決や助言をするところではないことな
ど）を記載。 
 
 
③上記内容に「同意する」（LINE 登録画面へ）をク
リック 
 
 
 
 
 
                     次ページへ 
 
④LINE の友達登録用のQR コードが掲載された画面に遷移します。 
 
 



  次ページから 

⑤相談者のスマホの LINE から「友達」⇒「友達追加」⇒「QR
コード」の QR コードリーダーで④の QR-コ
ードを読み取る。

⑥KC'ｓの LINE（スマホ）に、「知り合いかも？」が表示され
る。
⑦KC'ｓの LINE（スマホ）で「友達登録」を行い（この時点で、
相談者との友達関係は成立しています）、同時に、トークで「登

録いたしました」というメッセージを送信。 

(2)費用
1)初期費 23,194円（本体＋SIMカード費＋事務手数料など）
2)月額 1,323 円（SIM）

(3)．運営体制 
①運営時間
月～金（祝日を除く）１０時～１７時

②運営体制
相談員（資格あり）1 名、およびシステムフォロー１名（事務局）逐次。

３．実績 
(1) 実験期間：3/16（月）～２ケ月＋１週間
(2) 友だち登録数：３９人
(3) 相談延べ件数：１８人
(4) 相談者の年代

メールでの相談の際には、特定のフォーマット（別紙）を用意しており、年齢、性別の記入欄を設けてい
  るが、LINE の場合にルールを定めていなかったこともあり、収集できなかった。 

(5) 性別
同上

(6) 主な相談内容・事例
同じ被害者が集団で相談に来られた。
消センの方からは、水素水の情報提供。

https://4.bp.blogspot.com/-cC8ybC_4nUg/VGX8pO9cLhI/AAAAAAAApKQ/ZToS-DsItD4/s800/smartphone.png


４．実施して感じたメリット（相談員にとってのメリットも含む）と課題 
 (1)メリット 
  ①スマホを持っておられる方は、被害情報もスマホで管理されている場合が多く、それらを比較的容易に提 
   供してもらえると実感した（上記被害者の被害情報の LINEへのアップ）。 
  ②実験では、若年者層ではなかったものの、SNS では、同一の被害者が集団になる速度が非常に速いものが 
   あると感じた（横でつながっている）。 
 (2)課題 
  ①運営手順（ルール）の整備が不十分だった。 
   1)即応性への対応が不十分だった。 
   2)属性情報の入手ができていなかったこと。 
   3)返信内容の定型化など。 
   4)特に、適格および特定適格消費者団体としてできる範囲のお知らせが不十分(メールだけではいない)、 
    なことから、できることより大きい期待をもたせてしまい、SNSではそこのギャップが露骨にでてきた。 
  ②若年者もネットサーフィン（情報検索）もやるが、例えば、KC'ｓのようなホームページを見に来るとい 
   うことは少ないと思われ、結局、若年者への露出が足りていない。 
  ③相談員さんの SNSへのスキルアップ 
５．今後の対応 
 (1)同意事項の精査 

1)同意文を精査し、対応範囲を明確にする（LINE@による登録時の同意事項（案））。 
  2)この際、LINE@などの利用で、返信の定型化 
 (2)若年者への露出アップ 
  1)中高・大学組織などを通じて、若年者へのQR コードの露出を図っていく。 
  2)各消費者団体のホームページや Twitter への露出を図っていく。 
 


